
 

 

 

１．令和７年度商工観光労働部重点施策 
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④ 産業立地の推進

① スタートアップ、企業の成長段階に応じた
切れ目ない支援の充実

② 中小企業の経営基盤やDX・GXの強化

① 若年層の確保・定着

③ ジェンダー平等・ダイバーシティへの取組

② リスキリング・多様で柔軟な働き方の推進

●産業立地の推進

●指針改定に向けた実態調査
●繊維技術のイノベーション創出

●ベトナムをはじめとしたグローバルサウスでの
ビジネス交流、進出促進

●「水」を含めた「環境」ビジネス支援につなげ
るプラットフォームの再構築

●スタートアップ、女性起業家の発掘・育成
●近未来技術に係る研究開発や社会実装など
成長段階に応じた切れ目のない支援

●産業創出に向けた連携体の組成
●半導体等の成長分野への新規参入の促進
●東北部工業技術センターの整備（R８年供用開始）

令和７年度 商工観光労働部 重点施策

２ 産業の創出と中小企業の活性化推進

③ 海外展開等の推進

●企業間連携や、オープンイノベーションの推進による
競争力の強化

●DX・GX推進に向けた伴走等支援
●円滑な事業承継の促進
●制度融資を通じた資金繰り支援

県内の景況は緩やかに持ち直しているものの、物価高騰や人材不足等の影響は幅広い事業者に及んでいる。
生産年齢人口が減少する中、“一人ひとりを大切にする”ひとづくりを行うとともに、生産性向上等により中小企業の「稼ぐ力」を強化し、賃上げの実現、
本県経済の持続的な成長、産業の創出を目指す。

１ 滋賀の産業を担うひとづくりの推進

⑤地場産業の支援

●若年層の確保・定着に向けた支援
（奨学金返還支援・スキルアップ支援）
●ものづくり分野への就労の促進
●若年層と県内企業との接点の確保・充実
●地場産業へのインターンシップ支援

●社会人の学びの機会創出（産官学連携）
●高等技術専門校の再編（デジタル人材育成）
●経営層のマインドチェンジの促進
●多様で柔軟な働き方の推進

●企業におけるジェンダー平等の理解の加速
●女性管理職の登用促進や育成を推進
※ R7年度：パートナーしがプラン２０２５の改定
●就労支援機関・ﾌﾟﾛ拠点を通じて、若者・女性
・中高年・ﾌﾟﾛ人材等多様な人材確保を促進

●外国人材の活躍促進
（日本語学習支援・つながり構築）

●障害者の雇用・定着促進
●副業・兼業人材の活用促進

●オープンファクトリーの推進 ●商工団体による産品の磨き上げや魅力発信 等

３ シガリズムの推進～「世界とつながる
滋賀」を意識した観光誘客～

《 大阪・関西万博に係る取組 》

《 物価高騰・賃上げ等に係る対応 》
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用
●生産性向上や新事業展開の取組を支援
（未来を見据えた投資や地場産業への支援）
●賃上げ・人材確保に向けた環境整備を支援
●商工団体等の価格転嫁等の取組支援(書店振興含む)
●持続可能な物流の取組を支援
●魅力ある観光まちづくり活性化の推進

①万博、国スポ・障スポを契機とした誘客促進と
観光産業の強化

②「だれでも、いつでも、どこでも」ビワイチを
楽しめる環境整備

③ここ滋賀の拠点機能の最大化

●大型イベント等を契機とした観光誘客の展開
（観光キャンペーン「いこうぜ♪滋賀・びわ湖」、
大河ドラマ・戦国を活かした誘客）
●インバウンド誘客の充実強化（文化観光推進・
現地プロモーション強化等）

●観光DXの強化 （観光DMP構築・DX人材育成）

●万博等を契機とした気軽なサイクリング体験の
促進（日帰りモデルプラン等）

●ビワイチアプリの利便性向上
●レンタサイクル途中返却拠点の拡充
●海外に向けた魅力発信（FAMトリップ等）

●環境トップランナーとしてのブランディングと、
首都圏での高価格帯産品の販路開拓

●拠点を活用した「滋賀ゆかりの人々のつながり
の深化」と「滋賀ファンのつながり創出」

※ R６-７年度 ：ここ滋賀のあり方検討

●開業資金（北部振興枠）の創設
●発酵産業の魅力発信
●北陸３県と連携したサイクリング体験者の誘客促進
●（継続）起業家育成、事業承継の促進、プロ人材
北部サテライト、女性活躍、地場産業等魅力発信、
首都圏を含めた観光振興、インバウンド誘客の強化

《 北の近江振興プロジェクトへの取組 》

令和７年度当初予算 約３６９億円
組織 本庁 １局６課

地方機関 ６機関

- 4 -



- 5 -



- 6 -



- 7 -



- 8 -



滋賀県産業立地戦略 概要 ー「世界から選ばれる滋賀」の実現に向けてー

経済・社会情勢の変化に伴い、新たな成長産業が生み出されている中、今後と
も本県の豊かさを維持していくためには、製造業に加え情報通信業等の幅広い
分野を視野に入れた産業立地を推進していく必要があると考え、その取組の方
向性を示す「産業立地戦略」を策定する。
2030年以降を見据え、2024年度から当面5年間の取組の方向性を示すこ
ととし、県外からの産業誘致にとどまらず、立地企業の再投資やスタートアップ
の育成を推進しながら、「世界から選ばれる滋賀」の実現を目指す。

これまでの取組
・企業立地助成金制度 ・本社機能移転促進プロジェクトに基づく税制優遇
・地域未来投資促進法の仕組みを活用した規制の特例措置、税制優遇
・産業立地促進応援パッケージ ・工業用水受水企業支援制度 ・産業用地開発資金貸付
・情報通信業立地促進補助金 ・滋賀県土地開発公社による工業団地の造成
成果
約2,400億円の設備投資、約４,０００人の地元雇用の創出

（平成15年度～平成30年度までの助成金制度による）

（１）滋賀県の強み
・琵琶湖をはじめとする恵まれた自然や文化的資産
・暮らしやすい生活環境 ・経済圏のクロスポイント
・知的資源の集積 ・産業基盤の集積

（2）国の産業政策の動向
①新しい資本主義のグランドデザイン
②社会課題の解決を起点としたミッション志向の産業政策
③特定重要物資の安定確保
④地域未来投資促進法による事業の推進
⑤観光立国の実現に関する施策の総合的かつ計画的な推進

（３）滋賀県における企業立地の推移
昨今のサプライチェーン再構築等により、県内企業の設備投資
意欲の高まりがあるものの、滋賀県では企業立地件数が低下傾向
にあり、産業用地の不足が課題となっている。

本県が有する強みや国の産業政策の動向等から、今後更なる成
長が期待できる、また、成長を後押しする以下の産業分野につい
て、重点的に立地を推進する。

（１）産業立地を推進する5つの柱

（２）関係機関との連携
企業、市町、大学・関係機関との連携 県庁内での部局横断の取組

（３）その他
北部振興：北部地域における新たな産業用地の開発、支援制度による産業振興
体制の強化：組織体制の強化、関係部局による連絡調整会議の開催

第1章 策定趣旨 第２章 企業立地を推進するこれまでの取組

第４章 重点的に立地を推進する産業分野

第３章 滋賀県の産業立地を取り巻く現状 第５章 今後の取組の方向性

蓄電池 電子部品・
半導体

新モビリティ

医薬品・
医療機器

バイオ 情報通信業

グリーン物流 観光

本県の大事にする価値（ＣＯ₂ネットゼロ、生物多様性、こども政策等）に共感いただける産業立地を
推進

①企業との関係構築強化、ワンストップサービスによる相談対応

•職員による企業へのアプローチ強化 ・産業立地サポートセンター等による相談対応 ほか

②産業用地の確保

•県が主体となった市町との連携による産業用地の開発 ほか

③助成金・税制優遇

•重点分野の設備投資を推進する助成金 ほか

④企業との協働による人材確保・育成

•次代の社会を支える高度専門人材の育成を目的とした県立高等専門学校の開校 ほか

⑤インフラの充実

•円滑なヒトやモノの流れを支える広域道路網の形成や機能強化、公共交通ネットワークの充実

ほか

経済、社会、環境の調和による持続可能な滋賀の実現を目指す
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滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例の概要

前文
・中小企業の果たしてきた役割の重要性と本県の特色 ・中小企業を取り巻く状況
・中小企業の活性化の意義 ・条例を制定する目的

１.目的 中小企業の活性化を推進し、もって本県の経済および社会の発展に寄与する

３.基本理念

○中小企業者の自主的な努力および創造的な活動が尊重されること

○小規模企業の活力が最大限に発揮され、その事業の持続的な発展が

図られること

○小規模企業者に配慮する等中小企業者の経営規模が勘案されること

○地域の特性に応じた産業の振興、地域住民の利便の増進その他の

地域づくりに資するものとなること

○ものづくり産業の集積、環境の保全のためのこれまでの取組その他の

本県の特色が生かされること

○県、中小企業者、中小企業に関係する団体、大企業者、大学その他

の教育研究機関、金融機関、国、他の地方公共団体の連携および

協力が図られること

４．県の責務

８.施策の基本

(1)中小企業の新たな挑戦および地域社会の課題解決の取組

９.連携および協力の推進

(1)県は、中小企業者および関係団体等の有機的
な連携を促進

10.実施計画

11.検証および施策への反映

12.中小企業者等の
意見の反映

16･17.中小企業
活性化審議会

14.推進体制の整備13.調査研究の実施等 15.財政上および税制上の措置

意見

意見

・中小企業活性化施策の総合的な策定・実施
・中小企業者、関係団体等、国、市町等と連携、情報提供、支援等

５．中小企業者の努力
・自主的・自立的に経営の向上と改善に努める
・地域の経済・社会への貢献に努める

(1)中小企業に関係する団体の役割

・支援および協力に積極的に努める

(2)大企業者の役割
・取引拡充、研究開発支援、商工会議所等への加入等に
より、中小企業の活性化に資するよう努める

(3)大学その他の教育研究機関の役割

・研究開発、新事業創出、人材確保・育成への支援等に
より、中小企業の活性化に資するよう努める

(4)金融機関の役割

・資金需要に適切に対応、経営改善への支援等により、
中小企業の活性化に資するよう努める

７．県民の役割
・中小企業の活性化への関心と理解を深め、中小企業者

が供給する物品の購入等により、中小企業の活性化に

資するよう努める
・成長発展が期待される分野における参入・事業活動の促進、
県民の安全・安心に配慮した事業活動の促進、海外展開の促進、
地域社会の課題解決の取組促進、創業・新たな事業創出の促進

(3)中小企業の経営基盤の強化
・経営の安定・向上、 事業承継の促進、危機管理能力の向上

(4)産業分野の特性に応じた中小企業の事業活動の活発化
・ものづくり産業、小売商業・サービス業、観光等産業分野
の特性に応じた事業機会の増大

２.定義 「中小企業者」、「中小企業の活性化」、「小規模企業者」、「大企業者」について必要な定義を規定

６．関係団体等の役割

18.滋賀県ちいさな企業応援月間

県民の間に広く小規模企業をはじめとする中小企業への関心および理解を深めるとともに、

小規模企業者等による中小企業活性化施策の活用を促進

(2)中小企業の人材に関する取組
・人材の確保、人材の育成、経営の安定・向上、
魅力ある職場づくりの推進

令和６年改正（内容の追加等）

令和６年改正（７月に変更）

(2)中小企業者および関係団体等は、施策実施に
協力するよう努める
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中小企業の新たな挑戦および地域社会の課題解決の取組（条例第８条第２項） 37事業

(1)　成長発展分野における参入・事業活動の促進 6事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

1 発酵産業魅力発信事業 ○ ○ 5,000 商工政策課

2 滋賀県未来投資支援事業 ○ 1,705,805 商工政策課

3 しがテック・スタートアップ創出事業 9,000 イノベーション推進課

4 プロジェクトチャレンジ支援事業 ○ ○ 123,029 イノベーション推進課

5 オープンイノベーション推進事業 25,270 イノベーション推進課

6 しがテックイノベーション創出事業 ○ ○ 354,666 イノベーション推進課

(2)　県民の安全・安心に配慮した事業活動の促進 1事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

7 HACCP関連事業 130 生活衛生課

(3)　海外展開の促進 7事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

8 海外展開総合支援事業 16,141 商工政策課

9 水・環境ビジネス推進事業 ○ 39,999 商工政策課

10 グローバルサウスビジネス共創事業 ○ 11,388 商工政策課

11 グローバル市場魅力向上支援事業 ○ 5,000 商工政策課

12 ベトナムビジネス・トータルサポート事業 ○ ○ ○ 10,231 商工政策課

13 友好州省経済交流駐在員事業 19,783 国際課

14 汚水処理分野における技術協力プロジェクト 2,500 下水道課

(4)　地域社会の課題解決の促進 11事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

15 地域社会の課題解決を目指すちいさな企業新事業応援補助金 ○ ○ 9,000 中小企業支援課

16 中小企業団体DX・GX推進事業 ○ ○ ○ 6,300 中小企業支援課

17 企業の視点に立ったＣＯ２削減取組支援事業 ○ 7,578 イノベーション推進課

18 地場産業　サステナビリティ対応支援事業 ○ ○ ○ 2,000 イノベーション推進課

19 事業所省エネ・再エネ等推進加速化事業 ○ ○ 105,357 ＣＯ₂ネットゼロ推進課

20 次世代自動車普及促進事業 ○ 12,864 ＣＯ₂ネットゼロ推進課

21 滋賀県ＤＸ推進支援事業 ○ 15,000 DX推進課

22 滋賀県リサイクル製品認定事業 495 循環社会推進課

23 滋賀県産業廃棄物3R・循環経済促進事業費補助事業 14,356 循環社会推進課

24 森の資源研究開発事業費補助金 3,000 びわ湖材流通推進課

25 しがＺＥＨ新築支援事業 ○ ○ 71,797 住宅課

(5)　創業および新たな事業の創出の促進 12事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

26 商工団体による新商品等開発支援事業 ○ 6,000 中小企業支援課

 計画に掲載する事業を,条例第８条に定める「中小企業活性化施策の基本」に則って分類し、一覧表にしたものです。以下に該当する事業には○印を付けています。
　　　　　・「新規事業」…令和７年度に新たに実施する事業
　　　　　・「重点事業」…条例に規定する中小企業活性化施策の基本（施策１～４）に基づき、特に重要な35事業を選定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施策 １ 中小企業の新たな挑戦および地域社会の課題解決の取組　   　　２ 中小企業の人材に関する取組
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３ 中小企業の経営基盤の強化     　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ４ 産業分野の特性に応じた取組
　　　　　・「ＣＯ₂」…令和７年度当初予算　ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり関連予算
　　　　　・「DX」…令和７年度当初予算　DX推進関連予算
　　　　　・「基金」…中小企業活性化推進基金充当事業
　　　　　・「北部」…令和７年度当初予算　県北部地域の振興関連予算

中小企業活性化施策の基本による施策体系
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27 中小企業経営革新等応援事業 ○ ○ 15,282 中小企業支援課

28
地と知をつむぐビジネスデザイン構築事業
（SOHO型ビジネス支援事業）

28,555 イノベーション推進課

29 北部地域起業家育成支援事業 ○ 2,400 イノベーション推進課

30 テクノファクトリーの運営 11,491 イノベーション推進課

31 起業・創業ナビゲート事業 ○ 5,000 イノベーション推進課

32 中小企業×スタートアップによるオープンイノベーション創出事業 ○ ○ 13,800 イノベーション推進課

33 先導ＧＸ産業支援プログラム事業 ○ ○ 17,200 イノベーション推進課

34 起業チャレンジ！ローカルベンチャー創出支援事業 ○ ○ ○ 25,000 イノベーション推進課

35 地場産業復活に向けた繊維技術のイノベーション創出事業 ○ ○ 3,700
イノベーション推進課
（東北部工業技術センター）

36 女性の起業トータルサポート事業 ○ ○ 7,912
女性活躍推進課
（男女共同参画センター）

37 世界農業遺産「琵琶湖システム」地域活動支援事業補助金 ○ ○ 1,200 農政課

中小企業の人材に関する取組（条例第８条第３項） 37事業

(1)　人材確保 18事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

38 オープンファクトリー推進事業 ○ ○ ○ 6,000 商工政策課

39 持続可能な物流支援事業 42,042 産業立地課

40 次世代を担う若者と創る子ども向け中小企業魅力発信事業 1,750 中小企業支援課

41 地場産業後継者インターンシップ事業 ○ ○ ○ 3,500 イノベーション推進課

42 しがジョブパーク事業 63,477 労働雇用政策課

43 中高年人材新規就業支援事業 27,553 労働雇用政策課

44 中小企業への若者人材還流促進事業 9,988 労働雇用政策課

45 UIJターンによる多様な人材の多様な働き方推進事業 11,032 労働雇用政策課

46 移住就業支援事業 33,430 労働雇用政策課

47 プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 ○ ○ 80,552 労働雇用政策課

48 外国人材活躍促進事業 ○ ○ ○ 68,184 労働雇用政策課

49 若年層等確保・定着支援事業 ○ ○ ○ ○ ○ 16,610 労働雇用政策課

50 中小企業賃上げ・人材確保環境整備応援事業 ○ 21,085 労働雇用政策課

51 滋賀マザーズジョブステーション事業 52,852
女性活躍推進課
(子ども家庭支援課)

52 滋賀県立高等専門学校整備推進事業 ○ 1,369,878
高等教育振興課
（高専設置準備室）

53 従業員の介護離職防止のための企業支援事業 ○ 1,900 医療福祉推進課

54 地域を支える建設産業魅力アップ事業 6,855 技術管理課

55 バス生産性向上・運転手確保支援事業 ○ 3,000 交通戦略課

(2)　人材育成 15事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

56 生産性向上に向けた人材育成推進事業 ○ ○ 10,000 商工政策課

57 企業人材のＤＸスキル強化支援事業 ○ ○ ○ 12,000 イノベーション推進課

58 AI活用の裾野を広げる技術開発と人材育成事業 ○ 700
イノベーション推進課
（工業技術総合センター）

59 技術者のリスキリング支援事業 ○ 748
イノベーション推進課
（東北部工業技術センター）

60 人材育成・リスキリング促進等中小企業支援事業 ○ 11,660 労働雇用政策課

61 人的資本経営に向けた経営層のマインドチェンジ促進事業 ○ ○ ○ ○ 20,500 労働雇用政策課

62 職業訓練事業費 7,048 労働雇用政策課

63 職業能力開発振興事業費 59,561 労働雇用政策課

64 ものづくり魅力発信事業 ○ 2,632 労働雇用政策課

65 地域産業活性化・地方創生に向けた高度ICT人材育成事業 ○ 22,456
高等教育振興課
（滋賀県立大学）
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66 しがアントレプレナーシップハイスクール(SESH)事業 4,886 高校教育課

67
しがクリエイター12プロジェクト
～産業教育高校がわがまちを魅力化～

7,432 高校教育課

68 高校版ＤＭＯ・観光ビジネスプロジェクト ○ 1,354 高校教育課

69 中学生チャレンジウィーク事業 560 幼小中教育課

70 職業的自立と社会参加をめざした職業教育充実事業 6,945 特別支援教育課

(3)　魅力ある職場づくりの推進 4事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

71 魅力ある職場づくり事業 ○ ○ 6,000 労働雇用政策課

72 働く場における女性活躍推進事業 ○ ○ 1,378 女性活躍推進課

73 健康経営の推進支援 933 健康しが推進課

74 治療と仕事との両立の推進支援 294 健康しが推進課

中小企業の経営基盤の強化（条例第８条第４項） 21事業

(1)　資金供給の円滑化、経営改善 11事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

75
産業振興総合支援推進事業
(（公財）滋賀県産業支援プラザの支援体制の強化等)

223,648 商工政策課

76 中小企業成長展開支援事業 ○ 3,400 商工政策課

77 特別高圧電力料金負担軽減支援事業 224,769 商工政策課

78
中小企業振興資金貸付金
（経営支援資金、セーフティネット資金等）

○ ○ ○ 26,161,000 中小企業支援課

79 中小企業振興資金保証料軽減補助事業 ○ ○ ○ 119,311 中小企業支援課

80 県中小企業支援センター事業 9,847 中小企業支援課

81 小規模事業経営支援事業費補助金 1,449,600 中小企業支援課

82 中小企業連携組織対策事業費補助金 101,647 中小企業支援課

83 小規模事業者等DX推進伴走支援事業 ○ ○ ○ 7,315 中小企業支援課

84 中小企業等への支援による地域経済活性化事業 157,500 中小企業支援課

85 中小企業活性化推進事業 1,312 中小企業支援課

(2)　事業承継の促進 3事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

86 事業承継促進事業 ○ ○ 6,000 中小企業支援課

87 滋賀県事業承継ネットワーク連携促進事業 5,730 中小企業支援課

88 北部地域事業承継促進事業 ○ 15,000 中小企業支援課

(3)　受注機会の増大 3事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

89 滋賀県新商品の生産等による新事業分野開拓者認定制度 62 中小企業支援課

90 滋賀の地域中核企業成長支援事業 8,505 イノベーション推進課

91 県内事業者等「ここ滋賀」出品サポート事業 ○ ○ ○ 2,000 観光振興局(ここ滋賀)

(4)　危機管理能力の向上 4事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

92 事業継続計画策定支援事業 ○ 205 中小企業支援課

93 下請企業振興事業費補助金 4,414 イノベーション推進課

94 知的所有権活用促進事業 10,231 イノベーション推進課

95 安全・安心なサイバー空間構築推進事業 ○ ○ 2,571
警察本部サイバー犯罪対
策課
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産業分野の特性に応じた取組（条例第８条第５項） 27事業

(1)　ものづくり産業 14事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

96 産業立地促進応援パッケージ ○ 48,334 産業立地課

97 情報通信業の県内立地促進事業 ○ ○ 14,540 産業立地課

98 近江の地域産業振興総合支援事業 ○ 18,050 イノベーション推進課

99 地場産業「近江のデザイナー」マッチング事業 8,800 イノベーション推進課

100 地場産業の新たな流通ルート確立支援事業 ○ 6,000 イノベーション推進課

101 伝統的工芸品月間等参加事業 2,464 イノベーション推進課

102 地場産業生産性向上・新事業創出支援事業 ○ 40,000 イノベーション推進課

103 工業技術総合センター試験研究指導費 157,124
イノベーション推進課
（工業技術総合センター）

104 陶製品製造工程へのデジタル技術導入支援事業 ○ 2,478
イノベーション推進課
（工業技術総合センター）

105 信楽焼産地へのコトづくり支援事業 ○ 2,510
イノベーション推進課
（工業技術総合センター）

106 東北部工業技術センター試験研究指導費 ○ 65,970
イノベーション推進課
（東北部工業技術センター）

107 インバウンド向け近江の地酒開発支援事業 ○ 1,165
イノベーション推進課
（工業技術総合センター）

108 生分解性プラスチックの開発・利用促進事業 ○ 1,073
イノベーション推進課
（東北部工業技術センター）

109 工業用水受水企業支援事業 6,752 企業庁経営課

(2)　小売商業・サービス業 1事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

110 にぎわいのまちづくり総合支援事業 4,982 中小企業支援課

(3)　観光 8事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

111 ここ滋賀推進事業（91を除く） ○ 204,367 観光振興局(ここ滋賀)

112 観光産業活性化事業（インバウンド誘客力向上事業） ○ ○ ○ 83,980 観光振興局

113 ビワイチ観光推進事業 ○ ○ ○ 54,103 観光振興局

114 近江の地酒文化普及事業 6,100 観光振興局

115 観光物産振興事業負担金 92,382 観光振興局

116 滋賀の文化観光推進事業 ○ 5,740 観光振興局

117 観光産業活性化事業（観光まちづくりの推進） ○ 5,000 観光振興局

118 県域無料Wi-Fi整備促進事業 3,694 DX推進課

(4)　その他の産業分野 4事業

番号 事業名
新規
事業

重点
事業

ＣＯ₂ DX 基金 北部
R7予算

（単位：千円）
担当課

119 「滋賀県ちいさな企業応援月間」情報発信事業 ○ ○ 2,000 中小企業支援課

120 国立環境研究所連携推進事業 50,829 環境政策課

121 農山漁村発イノベーション支援事業 123,345 みらいの農業振興課

122 建設産業適正化推進事業 32 監理課

34,235,885 千円

7,955,574 千円

合計 122事業

中小企業振興資金貸付金・保証料補助を除く
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パートナーしがプラン2025

計画の体系
基本理念

～男女共同参画で変わる　誰一人取り残さない、持続可能な未来を目指して～
一人ひとりが幸せ感じる滋賀へ

重視すべき視点

あらゆる分野における男女共同
参画の視点に立った取組加速

働き方・暮らし方の
変革と多様性

　男女共同参画社会基本法、女性活躍推進法および滋賀県男女共同参画推進条例に基づき、令和７年度（2025
年度）までを目標年度とする「パートナーしがプラン 2025（滋賀県男女共同参画計画・滋賀県女性活躍推進
計画）」を策定しました。
　「一人ひとりが幸せ感じる滋賀へ～男女共同参画で変わる　誰一人取り残さない、持続可能な未来を目指して～」
を基本理念に、県民一人ひとりが持てる個性や能力を存分に発揮し、互いに生きがいを持って意欲的に暮らすこと
ができる男女共同参画社会の実現に向け、総合的かつ計画的に施策を推進していきます。

重点施策（目指す姿）と取組の方向

人権の尊重と安心・安全な暮らしの実現

重点施策 Ⅰ （1）すべての人の人権が尊重される社会の実現に向けての教育・啓発
（2）あらゆる男女間の暴力の根絶（性暴力、ＤＶ、セクシュアルハラスメント等）
（3）困難を抱える人々に対する支援
（4）防災における男女共同参画の推進
（5）人生 100 年時代の健康づくり

重点施策 Ⅱ （1）企業での女性の人材登用やリーダー育成の加速
（2）政治分野・地域活動（自治会、まちづくり、環境保全等）での男女
　　 共同参画の一層の推進

（3）農業分野・スポーツ分野など専門分野での男女共同参画の推進

一人ひとりの多様な生き方・働き方の実現

重点施策 Ⅲ （1）女性の就業機会の確保と主体的な学びや能力発揮に向けた支援
（2）多様で柔軟な働き方の実現
（3）仕事と生活の両立ができる環境づくり
（4）男性の家事・育児・介護等参画促進
（5）性別にとらわれない選択を可能にするライフ＆キャリア教育

男女共同参画意識の浸透

重点施策 Ⅳ （1）男女共同参画意識の定着と無意識の思い込み（アンコンシャス・
　　 バイアス）解消に向けた啓発・教育

（2）公共の分野をはじめとする様々な場面における男女共同参画の視点
　　 に立った表現の促進

（3）各分野で男女共同参画をリードする人材育成

計画の
総合的な推進

（1）県の推進体制の充実

（2）国・市町をはじめ多様な主体との連携強化

（3）県立男女共同参画センターを核とした男女共同参画の推進

（4）調査・研究の推進

あらゆる分野での実質的な男女共同参画
の進展

1
- 19 -

Administrator
新規スタンプ



☆仕事と生活の両立ができる環境づくりを進めます！
○経済団体との連携・協働によるワーク・ライフ・バランスの推進
○企業等への長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進などの働
きかけ
○イクボス宣言の普及
○子育て・介護支援の充実

(２) 継続して就労できるために

(１) 女性の就業機会の確保のために

(1) 企業における女性の人材登用やリーダー育成のために (2) 様々な分野の働く場で女性が活躍できるために

【重点項目１】
あらゆる分野での実質的な男女共同参画の推進
【重点項目１】
あらゆる分野での実質的な男女共同参画の推進

【重点項目２】
一人ひとりの多様な生き方・働き方の実現
【重点項目２】
一人ひとりの多様な生き方・働き方の実現

県庁における取組県庁における取組

☆多様で柔軟な働き方を実現します！
○テレワーク等の多様な働き方の普及促進
○女性の起業に対する支援
○在宅ワーク等の新しい働き方の普及

☆女性の就職・再就職のための総合的支援を進めます！
○滋賀マザーズジョブステーションにおけるワンストップでの就労
支援
○子育て・介護等との両立に配慮した多様な職業訓練
○医療・介護・保育等の分野における働きやすい職場環境づくり

☆女性活躍に向けた経営者への啓発・企業の取組を促進しま
す！
○経済団体等との連携・協働による女性活躍の推進
○企業の女性活躍状況の見える化
○経営者への啓発

☆女性の多様な活躍を支援します！
○様々な分野で働く女性の政策・方針決定過程への参画促進
○女性の新規就農支援
○理工系女性人材の育成
○女性研究者・技術者の活躍促進
○建設分野における女性技術者ネットワークの構築等

滋賀の地域・経済の活性化に向けて、働く場への参画や多様で柔軟な働き方、管理職の増加
に向けた支援等を中心に、女性の活躍推進を部局横断で重点的に取り組んでいきます。

☆女性のエンパワーメントを進めます！
○女性のキャリアアップ支援
○働く女性の情報交換の場づくりやネットワークづくりの支援

☆男性の家事・育児・介護への参画を進めます！
○男性の家事・育児参画のための広報
○企業等への男性の育児休業取得の働きかけ

☆～隗より始めよ～県庁において女性の活躍推進に取り組み
ます！
○意思決定に関わる管理職への女性職員の登用推進
○職域の拡大・研修等を通じた中長期的な育成

○仕事と家庭を両立しながら活躍できる職場づくり
○男性の育児休業の取得促進
○附属機関における女性委員比率の向上

☆性別にとらわれない選択を可能にするライフ＆キャリア教
育を進めます！
○主体的に進路を選択できる力を身につける教育・体験活動

滋賀県商工観光労働部 女性活躍推進課
TEL 077－528－3770問 い 合 わ せ 先
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・子育て女性等職業能力開発事業
【労働雇用政策課：27,263千円】

・滋賀マザーズジョブステーション事業
【女性活躍推進課：52,852千円】

・北の近江・女性IT基礎スキル向上事業
【女性活躍推進課：2,251千円】

・医師確保総合対策事業（女性医師の働きやすい環境づく
り）(一部） 【医療政策課：128,961千円】

・地域医師確保促進事業（復職支援等研修事業補助金）
（一部） 【医療政策課： 5,400千円】

・滋賀県医師キャリアサポートセンター運営事業
（女性医師ネットワーク運営事業、女性医師の継続就労
支援）（一部） 【医療政策課： 42,917千円】

・看護職員確保等対策費（一部）
【医療政策課：168,635千円】

・地域医療総合確保事業（一部）
【医療政策課：374,907千円】

・介護・福祉人材確保緊急支援事業（一部）
【医療福祉推進課： 58,067千円】

・しが働きやすい介護の職場認証制度の運用
【医療福祉推進課： 623千円】

・保育士・保育所支援センター運営事業
【子育て支援課： 24,931千円】

・保育士修学資金貸付事業
【子育て支援課： 28,570千円】

女性の就職・再就職のための総合的支援

カ ラ ッ ト
カ ラ ッ ト令和７年度 滋賀の女性･元気･応援プロジェクト

就 職

継続就労
再就職

進路選択

起 業

（離職）

結婚・出産・
子育て

キャリア・アップ

・女性新規就農者確保事業 【みらいの農業振興課：2,000千円】
[新]・しがの「女性活躍」応援事業 【みらいの農業振興課：3,300千円】

・女性アスリート・指導者育成支援事業
【国スポ･障スポ大会局：1,300千円】

・建設産業魅力発信事業（一部） 【技術管理課： 68千円】
・地域を支える建設産業魅力アップ事業（一部）

【技術管理課：6,855千円】
・消防職員特別教育女性消防職員教育 【消防学校： 0千円】

多様な活躍への支援

・学校教育におけるキャリア教育の実施
【幼小中教育課・特別支援教育課：7,505千円】

性別にとらわれない選択を
可能にするライフ&キャリア教育

・仕事と生活の調和・女性活躍推進会議しが
【女性活躍推進課： 7千円】

・滋賀県女性活躍推進企業認証制度【女性活躍推進課： 166千円】

・明日のおうみ女性リーダー育成プロジェクト（再掲）

【女性活躍推進課：1,156千円】

女性活躍に向けた経営者への啓発・企業の取組促進

【予算額 (37事業) 1,256,247千円】

・中小企業金融対策費・開業資金(女性創業枠)
【中小企業支援課：193,724千円】

・女性の起業トータルサポート事業
【男女共同参画センター： 7,912千円】

[新]・在宅ワーク促進事業 【女性活躍推進課：3,047千円】
[新]・魅力ある職場づくり事業 【労働雇用政策課：6,000千円】

多様で柔軟な働き方の実現

・Ｇ-ＮＥＴカフェ（男性の家事・育児・介護等参画促進事業）
【男女共同参画センター： 230千円】

男性の家事・育児・介護への参画

・イクボス宣言企業登録 【女性活躍推進課： 0千円】
・両立支援制度普及啓発 【労働雇用政策課： 550千円】
・中小企業等の賃上げ・人材確保に向けた環境整備応援事業

【労働雇用政策課： 28,932千円】
・不妊治療と仕事の両立支援事業 【子育て支援課： 474千円】
・子育て支援環境緊急整備事業 【子育て支援課： 73,504千円】

仕事と生活の両立ができる環境づくり

・女性職員の活躍推進事業 【人事課、行政経営推進課： 630千円】
・育児休業中職員への庁内情報提供の促進 【DX推進課： 773千円】
・「滋賀県警察特定事業主行動計画」に基づく仕事と子育ての両立支援

【警察本部警務課：1,494千円】

県庁における取組

・輝く女性のハッピー・キャリアセミナー開催事業

【女性活躍推進課： 222千円】

・北の近江・女性活躍加速化事業【女性活躍推進課：1,021千円】

・明日のおうみ女性リーダー育成プロジェクト

【女性活躍推進課：1,156千円】

女性のエンパワーメント
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シガリズム観光振興ビジョン 
 

改定の趣旨等                         観光の動向等 

・コロナ禍で落ち込んだ観光市場を早期に回復させ、観光関連産業
を中長期的に成長させるため、「健康しが」ツーリズムビジョン 2022
を１年前倒しで改定。 
・滋賀県における観光振興の「めざす姿」を共有し、その実現に向
けて多様な主体が連携しつつ、ともに取組を進めていくための新た
なビジョンを策定。 
・計画期間は令和４年度（2022 年度）から令和 12年度（2030 年度）
までの９年間。 
 
 

基本的な方向性 
①新型コロナウイルス感染症からの着実な回復（感染拡大防止と経済活動の両立）をめざす。 
②コロナ禍を経た新たな時代に対応する滋賀らしいツーリズムを「シガリズム※」として推進する。 
※「シガリズム」とは、「琵琶湖をはじめとした自然と歩みをそろえ、ゆっくり、ていねいに暮らしてきた、滋賀

の時間の流れや暮らしを体感できる、“心のリズムを整える新たなツーリズム”」の総称。 
 

めざす姿 

「シガリズム」の提供を通じて、より良い地域社会が実

現し、持続可能な観光を推進する滋賀県 
 

基本方針 

「シガリズム」を共通コンセプトとした観光の推進 

 

３つの視点 

連携 ～つながる～ 変化 ～かわる～ 持続 ～つづく～ 

多様な主体（観光事業者、農林水
産業や地場産業等の事業者、県
民、観光客等）がつながり、とも
に創る観光地域づくり 

人々の価値観や社会環境等の変化に
柔軟に対応し、新たな価値のあるツ
ーリズムの創出や観光 DXを推進 

経済、社会、環境への影響に十分
に配慮するとともに、自然や暮ら
しそのものが活かされる持続可能
な観光を推進 

 

施策の柱 

施策の柱 内容 

１ 新型コロナウイルス感
染症からの着実な回復 

回復フェーズを「県内・近隣回復期」、「国内旅行回復期」、「インバウンド回復期」
の３段階に分け施策を柔軟に展開 等 

２ 魅力向上と創出 テーマ（自然、歴史等）に沿って観光コンテンツや周遊ルート・手段等を創出 等 
３ 受入環境整備 フリーWi-Fi の整備やキャッシュレス対応 等 
４ 魅力の発信 ターゲットごとに最適な内容やタイミングで情報発信を実施 等 
５ 推進体制強化 観光関連団体の連携機能の強化を図る 等 
 

重点分野 
めざす姿の実現に向けて、３つの視点と５つの施策の柱に基づき、県全体で観光振興に向けて取り組んでいく。
その中でも、「シガリズム」を共通コンセプトとした観光を推進する上で、重点的に取り組む６つの分野を設定
し、具体的な事業を展開していく。 
（１）体験・交流型観光      （２）ビワイチ、ビワイチ・プラス （３）教育旅行 
（４）コンベンション、イベント等 （５）訪日外国人旅行       （６）物産 

 

成果指標 

観光客数 消費額 満足度等 

延べ観光入込客数 観光消費額単価（日帰り） 観光客満足度 
延べ宿泊客数 観光消費額単価（宿泊） リピーター率 
ビワイチ体験者数 観光消費額（総額） 県民の滋賀県観光の推奨意向度 

事業者のシガリズム取組率 

※目標値については、アクショ
ンプランで設定することとし
ている。 

32.6%減 
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１．　予算総額（一般会計）

年　度

区　分

２．　予算科目（項）別一覧

年　度

区　分

令和７年度商工観光労働部予算の概要

（単位：千円）

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算

比 較 増 減 比率（％）

県 一 般 会 計 予 算 646,200,000 614,500,000 31,700,000 105.2

商工観光労働部予算 36,945,853 36,043,816 902,037 102.5

県予算に商工観光労働
部予算の占める割合(%)

5.7 5.9

（単位：千円）

99.6

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算

比 較 増 減 比率（％）

115.1

商 工 業 費 3,225,932 2,471,039 754,893 130.5

中 小 企 業 費 30,882,595 31,011,683 △ 129,088

102.5

観 光 費 1,178,914 1,023,122 155,792 115.2

労 政 費 544,999 473,674 71,325

職 業 訓 練 費 1,113,413 1,064,298 49,115 104.6

計 36,945,853 36,043,816 902,037
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予算所属別一覧（一般会計）
（単位：千円）

所　属　名 区　分
令 和 ７ 年 度
当 初 予 算

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算

比率（ ％）

事 業 費 2,773,362 1,116,853 248.3

職 員 費 265,581 244,320 108.7

計 3,038,943 1,361,173 223.3

事 業 費 28,139,186 30,103,727 93.5

職 員 費 116,535 117,716 99.0

計 28,255,721 30,221,443 93.5

事 業 費 1,020,489 614,301 166.1

職 員 費 95,482 101,482 94.1

計 1,115,971 715,783 155.9

事 業 費 62,844 24,086 260.9

職 員 費 49,834 59,815 83.3

計 112,678 83,901 134.3

事 業 費 417,356 275,573 151.5

職 員 費 273,945 279,064 98.2

計 691,301 554,637 124.6

事 業 費 99,761 104,449 95.5

職 員 費 183,219 185,743 98.6

計 282,980 290,192 97.5

事 業 費 1,147,784 1,043,932 109.9

職 員 費 510,628 494,040 103.4

計 1,658,412 1,537,972 107.8

事 業 費 479,686 140,799 340.7

職 員 費 131,247 114,794 114.3

計 610,933 255,593 239.0

事 業 費 920,250 757,582 121.5

職 員 費 258,664 265,540 97.4

計 1,178,914 1,023,122 115.2

事 業 費 35,060,718 34,181,302 102.6

職 員 費 1,885,135 1,862,514 101.2

計 36,945,853 36,043,816 102.5

 予算所属別一覧（特別会計）

564,400 1,344,300 42.0

260,000 0 -

女 性 活 躍 推 進 課

観 光 振 興 局

商 工 観 光 労 働 部 計

産 業 用 地 開 発 事 業 特 別 会 計

令和７年度予算所属別一覧

商 工 政 策 課

産 業 立 地 課

中 小 企 業 支 援 課

イノベーション推進課

計 量 検 定 所

工業技術総合センター

中小企業支援資金貸付事業特別会計

東北部工業技術センター

労 働 雇 用 政 策 課

- 24 -


